
「群馬県立文書館の今後の方針と取組」の中間見直しについて

１ 見直し理由
「群馬県立文書館の今後の方針と取組」については、平成２６年度から３５
年度までの１０年間で推進する取組を明らかにしており 「５年目の平成３０年、

。」（ ） 、度に見直しを行います 第１章 基本的事項 ４ 期間 とされていることから
昨年度、中間見直しを行ったものである。

２ 見直しの視点及び見直した取組
第３章各論のうち「具体的な取組」の部分について見直しを行った。

※以下（ ）内は、中間見直し前の具体的な取組の番号
（１）公文書管理全体の動きを見据えながら対応するもの

②（②）レコードスケジュールの導入促進
⑤（⑥）収集文書等の再評価による整理促進

⑩（⑪）収蔵資料の公開促進
⑪（⑫）閲覧制限基準の整理、公表

⑫（⑬）収蔵文書情報（非閲、未整理文書を含む）の公表と審査公開制度の
導入

⑬（⑭）閲覧制限する文書の取扱方法の検討
⑭（⑮）不服申立てへの対応

（２）教育普及活動や関係機関・団体との連携について、より充実した取組とし

たもの
⑳（㉑）教育普及事業の再構築

㉑（㉒）アーカイブズの普及
㉒（㉓）ホームページによる情報発信の充実

㉓（㉔）古文書講座の充実
㉔（㉕）展示の在り方の検討、工夫

㉕（㉖）レファレンス業務の充実
㉝（㉟）市町村との連携強化

（３）予算や人員等、当館の実情・現状にあった見直しを行うもの

－（④）住民の身近な資料の収集
⑨（⑩）書庫の収蔵計画の作成

㉚（㉛）専門的知識を持った人材の確保及び職員の資質向上のための研修機
会の確保

－（㉜）専門職の育成と関係機関との人事交流の推進
㉛（㉝）古文書解読学習団体や公募等によるボランティア活用

３ 見直し後の今後の方針と取組
別紙のとおり。

改正箇所は 「第３章各論 。、 」

【 】資料３



群馬県立文書館の今後の方針と取組

第1章 基本的事項

１ 趣旨
群馬県立文書館は、県の歴史資料保存利用機関として昭和５７年１１月１

日に開館し、平成２４年で３０周年を迎えました。
この間、郷土に関する歴史的価値ある古文書・記録及び公文書（行政文書

・行政資料等）を収集・整理・保存し、これらの資料を県民の利用に供する
とともに、有効な活用を図るための教育普及事業や調査・研究活動に取り組
み、県民文化の向上・発展に寄与してきました。
収蔵資料は、平成２５年度末で行政文書約２０万冊、古文書約４３万点、

県史引継文書約９万点であり、これらの資料の整理を進め、公開点数も増加
しています。
平成２３年４月には「公文書管理法」が施行され、地方自治体における公

文書等の保存管理を取り巻く状況も大きな転期を迎えています。
このような状況の中で、今後とも、地域史料・公文書の保存・利用機関と

しての責務を果たすため、その指針とするものです。

２ 性格、役割
文書館のあるべき姿を明確にし、今後の目標達成に向け、総合的かつ計画

的な推進を図るための指針となるものです。

３ 構成
第１章 基本的事項
第２章 総論

１ 文書館を取り巻く状況
２ 文書館のめざす方向

第３章 各論
総論を踏まえ、基本施策を計画的に推進するための具体的な取組
・現状及び課題
・取組の方向性
・主な取組
・達成目標一覧表

４ 期間
１０年後の文書館の将来像を基本目標として示します。
具体的な取組については、平成２６年度（１１月）から平成３０年度まで

の５年間で推進する取組を明らかにします。
５年目の平成３０年度に見直しを行います。

５ 推進
進捗状況や課題を１年毎に点検し、公表します。



第2章 総論

１ 文書館を取り巻く状況

現在、少子高齢化、過疎化等により、地域コミュニティの衰退が指摘され

ており、地域文化を支える基盤が弱くなっていると言われています。

一方で、高齢者層の社会参画や生涯学習への意識が高まり、これまで地域

コミュニティが担ってきた機能のほか、様々な分野において、ＮＰＯ等の活

動による地域づくりが行われています。

また、インターネット等の情報通信技術の急速な発展は、情報の発信・受

信を通じ、人々の生活に大きな変化をもたらしています。

さらに、地方分権推進による平成の市町村合併が行われ、合併のあった市

町村においては、旧町村より引き継がれた公文書の対処が十分なされていな

いなど、合併による課題解決が急務となっています。

このような中で、平成２３年４月には「公文書管理法」が施行され、地方

自治体における公文書等の保存・管理を取り巻く状況が大きく変化してきて

います。

２ 文書館のめざす方向

情報化社会の進展で、インターネットの普及など国境等を越えた交流が活

性化する一方で、身近な地域の絆が希薄となっています。地域の歴史的価値

ある古文書・記録の保存・活用を図っていくことは、郷土への誇りと愛着を

深め、活力ある地域コミュニティの形成につながるものです。

また、行政機関は、業務遂行に当たり、説明責任を果たしていかなければ

。 、 、「 」なりません 当館では 公文書の公開に努めてきましたが 公文書管理法

の施行により、今後は住民が公文書を主体的に利用し得るようにしていかな

ければなりません。

公文書や地域史料などの記録情報を広く共有し、より良い地域社会を住民

と行政が一体となって創造していくことが、文書館制度の大きな意義です。

このような環境の変化の中で、１０年後の文書館の基本目標（将来像）に

ついて、次のとおりとします。

基本目標】県民に開かれた文書館を目指す【

この目標に向かって、業務の更なる質の向上や新たな取組を着実に進め、

今後とも、文書館は地域史料・公文書の保存・活用機関としての責務を果た



していきます。

そのため、以下の６つの基本施策を中心に展開します。

基本施策】【

１ 文書の収集・整理・保存機能を充実させる。

２ 利用・サービス機能を向上させる。

３ 教育普及事業を充実させる。

４ 文書に関する調査研究を行う。

５ 専門的な人材を育成する。

６ 関係機関・団体との連携を推進する。



第3章 各論

各論では、総論で示した６つの基本施策を総合的かつ計画的に推進するた
めの具体的な取組を明らかにします。
具体的な取組は以下の一覧表のとおりです。

具体的な取組一覧
基本施策 具体的な取組

（１）収集
①収集基準の整理、公表
②レコードスケジュールの導入促進

１ 文書の収集・整理・保存機 ③デジタルデータ（ＤＶＤ等を含む）の収集・整
能を充実させる。 理の推進

（２）整理
④目録作成・点検の迅速化
⑤収集文書等の再評価による整理促進
⑥総務事務システムとの連携

（３）保存
⑦ＩＰＭ（総合的病害虫管理）の推進と燻蒸の在
り方の検討

⑧重要文化財等の適正な管理
書庫の収蔵計画の作成⑨

（１）公開
収蔵資料の公開促進⑩

⑪閲覧制限基準の整理、公表
２ 利用・サービス機能を向上 ⑫収蔵文書情報（非閲、未整理文書を含む）の公

させる。 表と審査公開制度の導入
⑬閲覧制限する文書の取扱方法の検討
⑭不服申立てへの対応
⑮デジタル資料（ＤＶＤ等を含む）の公開

（２）閲覧
⑯他館の資料検索システムとの連携
⑰閲覧室のサービスの充実

（３）施設
老朽化した施設・設備の計画的な整備⑱
立ち寄りやすい雰囲気づくりの推進⑲

（１）普及活動
・全体
教育普及事業の再構築⑳

・個別３ 教育普及事業を充実させる。
㉑アーカイブズの普及
㉒ホームページによる情報発信の充実
㉓古文書講座の充実
㉔展示の在り方の検討・工夫
㉕レファレンス業務の充実

（２）学校教育
学校教育における普及活用事業の検討㉖

（１）調査
４ 文書に関する調査研究を ㉗寄贈・寄託者の所在把握

行う。 ㉘文書調査員等による文書調査の充実
（２）研究
㉙資料の保存、活用等についての研究の蓄積
㉚専門的知識を持った人材の確保及び職員の資質

５ 専門的な人材を育成する。 向上のための研修機会の確保
㉛ によるボランティ古文書解読学習団体や公募等
ア活用

㉜県関係課、歴史博物館、図書館、大学等の他施
６ 関係機関・団体との連携を 設との連携推進

推進する。 ㉝市町村との連携強化
地域の歴史研究団体・古文書学習団体等との連㉞
携・支援・育成



１ 文書の収集・整理・保存機能を充実させる。

（１）現状及び課題

・文書の収集・整理について、収集基準の明確化や目録、点検作業の迅速

化、デジタル化への対応等が求められています。

・薬剤燻蒸を実施していますが、自然環境や人に害の少ない方法（二酸化

炭素燻蒸等）に切り替えていくことが求められています。

・収蔵文書のうち、明治から地方自治法施行以前の「群馬県行政文書」が

国指定の重要文化財に登録されており、文書のより適正な管理が求めら

れています。

・収蔵資料の増加に備え、収蔵スペースの確保について検討が求められて

います。

（２）取組の方向性

県の「記録資料センター」として、文書の収集・整理等を推進するとと

もに、収蔵資料の保存管理体制を充実させます。

（３）主な取組

ア 収集

収集基準の整理、公表①

資料の収集基準を明確にし、ホームページ等で公表します。

②レコードスケジュールの導入促進

公文書管理全体の動きを見据えながら、県関係課と協働し、公文書の

保存期間が満了したときに歴史資料とし文書館に移管するか、廃棄す

るかをあらかじめ設定するレコードスケジュールの導入の機運を高め、

準備を進めます。

③デジタルデータ（ＤＶＤ等を含む）の収集・整理の推進

収集・整理方針を確立し、資料や絵図等のデジタルデータの収集・整

理を推進します。

イ 整理

目録作成・点検の迅速化④

収蔵資料の公開の迅速化に努めます。

収蔵資料の再評価による整理促進⑤

公文書管理全体の動きを見据えながら、再評価の方法を確立し、実施

することにより、収蔵資料の整理・公開を促進します。

総務事務システムとの連携⑥

文書館の文書管理システムと総務事務システムとが連携することで、

公文書の収集を適正に行います。



ウ 保存

ＩＰＭ（総合的病害虫管理）の推進と燻蒸の在り方の検討⑦

病害虫等の防除対策を複数の方法を組み合わせて実施することでＩＰ

Ｍを推進するとともに、二酸化炭素燻蒸等への切り替えにより、人や自

然環境にやさしい文書保存を目指します。

重要文化財等の適正な管理⑧

国重要文化財に指定登録された「群馬県行政文書」用に保存箱を設置

し、安定した環境で保存するとともに、文書の保存管理に関するガイド

、 、 。ライン 緊急事態への対応マニュアルを作成し 適正な管理に努めます

書庫の収蔵計画の作成⑨

書庫の収蔵計画を作成し、収蔵資料や書庫の整理に取り組みます。収

蔵資料の増加状況を見極めながら、書庫の容量不足に対する対応策を検

討します。

２ 利用・サービス機能を向上させる。

（１）現状及び課題

・収蔵文書の公開率が低い（行政文書：約 ％、古文書：約 ％）36.4 49.5
ので、文書の公開を迅速化し、また、未整理文書についても、目録等

を公表し、住民がアクセスできるようにすることが必要です。

・閲覧を制限している文書については、公文書管理全体の動きを見据え

ながら、閲覧制限基準、目録等の公表や部分開示の方法、不服申立て

の制度等を整備する必要があります。

・デジタル資料の公開に向けた準備を行い、公開することが求められてい

ます。

・館内収蔵資料の目録検索システムの整備、複写サービス等を実施してい

、 。ますが より望ましいサービスの在り方を検討していく必要があります

・昭和５６年度に竣工し、築３６年が経過しており、建物、設備の老朽化

が進んでいます。

・施設が暗く、堅いイメージがあり、立ち寄りやすい雰囲気にすることが

求められています。

（２）取組の方向性

収蔵資料をより多くの住民に利用していただくため、資料の公開を促進

するとともに、利用しやすくなるように制度の整備等を行います。

また、施設・設備の老朽化への対応、地域住民が親しみやすい施設・設

備の整備等を計画的に実施します。

（３）主な取組

ア 公開

収蔵資料の公開促進⑩



収蔵資料の公開目標を設定し、計画的に公開していきます。また、公

文書管理全体の動きを見据えながら、それに見合った公開方法の検討

を進めていきます。

閲覧制限基準の整理、公表⑪

収蔵資料は原則公開ですが、閲覧を制限するものについては、住民の

理解が得られるよう基準を整理し、閲覧制限する根拠をホームページ

等で公表します。基準の整理及び根拠の公表は、公文書管理全体の動

きを見据えながら対応していきます。

収蔵文書情報(非閲、未整理文書を含む)の公表と審査公開制度の導入⑫

非閲覧文書、未整理文書についても、簿冊名、目録等を公表し、閲覧

の申請に対して審査のうえ、公開する制度を導入し、住民のアクセス

を可能にします。制度導入は、公文書管理全体の動きを見据えながら、

実施していきます。

閲覧制限する文書の取扱方法の検討⑬

公文書管理全体の動きを見据えながら、非閲覧部分を含む文書の公開

方法を確立し、部分開示を行います。

不服申立てへの対応⑭

公文書管理全体の動きを見据えながら、閲覧、非閲覧の決定に関する

不服申立て制度を確立します。

デジタル資料（ＤＶＤ等を含む）の公開⑮

デジタル資料の公開方法等を定め、閲覧室やホームページ等で公開、

活用します。

イ 閲覧

他館の資料検索システムとの連携⑯

他館との横断検索を可能にし、利用者の利便性の向上を図ります。

閲覧室のサービスの充実⑰

開架図書の配置や文書の閲覧、複写等について、利用しやすく、望ま

しいサービスの在り方を検討し、実施していきます。

ウ 施設

老朽化した施設・設備の計画的な整備⑱

老朽化した箇所（施設、設備）を洗い出し、緊急性の高いものから整

備、更新する計画を作成し、整備を行います。

立ち寄りやすい雰囲気づくりの推進⑲

暗く、堅いイメージを払拭し、住民が立ち寄りやすく、利用しやすい

施設となるように計画的に整備を行います。



３ 教育普及事業を充実させる。

（１）現状及び課題

・展示、古文書講座等の普及事業やホームページを活用した情報発信を

行っていますが、文書館の存在と事業に対する認知度は、高いとはい

えず、認知度を高めるための努力が必要です。

・学校連携として、学生を職場体験で受け入れたり 『授業で使えるぐん、

まの資料』を刊行していますが、更に学校等との連携を図っていく必要

があります。

（２）取組の方向性

文書館の存在と事業を積極的に住民に周知するため、各事業を戦略的に

展開していきます。

（３）主な取組

ア 普及活動

○全体

教育普及事業の再構築⑳

既存の事業を継続する中で、効果的な教育普及活動の内容等に見直し

を行い、再構築を進めます

○個別

アーカイブズの普及㉑

既存の事業を継続する中で、見直しを行い、より効果的な、歴史資料

やアーカイブズを身近に感じてもらうための事業を実施していきます。

ホームページによる情報発信の充実㉒

館の諸活動や収蔵資料の目録情報等の情報を充実させるとともに、利

用者の利便性の向上を図ります。

古文書講座の充実㉓

当館で実施している古文書講座について、各市町村の図書館・郷土資

料館等でも開催し、より多くの住民が講座を受講できる機会を確保す

るとともに、ホームページ掲載の古文書講座を充実させ、地域の古文

書等に興味を持ってもらえるようにしていきます。

展示の在り方の検討、工夫㉔

よりタイムリーな展示計画を策定するとともに、他の県有施設等と連

携した企画・展示を進めます。

レファレンス業務の充実㉕

レファレンス業務をさらに充実させるため、レファレンス事例をホー

ムページに公表します。

イ 学校教育

学校教育における普及活用事業の検討㉖



児童・生徒や教員が郷土資料の保存・活用の大切さを認識し、地域

、 、 、に対する理解を深めるため 学校 総合教育センター等と連携を図り

学校教育において『授業で使えるぐんまの資料』の活用を推進すると

ともに、普及事業を実施します。

４ 文書に関する調査研究を行う。

（１）現状及び課題

・地域に伝わる古文書は、地域の歴史を今に伝える記録書ですが、代替

わりや建物解体により散逸、消失の恐れがあるなど、危機的な状況に

あります。

・資料の保存、活用等の研究の成果を、年１回研究紀要『双文』として

刊行しています。また、研究成果の業務での活用が求められています。

（２）取組の方向性

・文書館が委嘱している文書調査員による文書調査を充実させる。

・文書館職員による文書に関する調査研究を充実させ、その成果を資料

収集、保存等に活用していきます。

（３）主な取組

寄贈・寄託者の所在把握㉗

定期的に寄託者の代替わりや転居等の状況を確認し、所在等の把握に努

めます。

文書調査員等による文書調査の充実㉘

文書調査員と連携し、古文書の調査、情報収集、保存指導などの文書調

査を充実させるとともに、長期の文書調査（県史追跡調査を含む）のスケ

ジュールを作成し、計画的に実施します。

資料の保存、活用等についての研究の蓄積㉙

１人１人がテーマを持ち、資料の保存・活用等についての研究を行い、

研究紀要『双文』に掲載するとともに、館内で研究報告の場を設け、そ

の成果を業務に活用します。

５ 専門的な人材を育成する。

（１）現状及び課題

・業務を行う上で、くずし字解読など、専門的な知識を持った人材が必

要不可欠ですが、退職等により、これらの知識を持った職員（嘱託職

員含む）が大幅に減ってしまう恐れがあります。

文書館業務のサポートとして、ボランティアの在り方を検討し、専門・

的な知識を持ったボランティアの活用が求められています。



（２）取組の方向性

・即戦力となる職員（含む嘱託職員）を引き続き配置できるようにする

とともに、研修等により、専門職員を養成します。また、専門的な知

識を持ったボランティアを活用していきます。

（３）主な取組

㉚専門的な知識を持った人材の確保及び職員の資質向上のための研修機

会の確保

・即戦力となる職員を人事異動により配置するとともに、専門的知識を

有する嘱託職員をしっかりと確保する。

・職員が計画的に館外の研修に参加できるようにするとともに、研修で

学んだことを職員間で共有できるように研修報告会を随時開催します。

㉛古文書解読学習団体や公募等によるボランティア活用

文書館業務のサポートとして、ボランティアの在り方を検討し、専門

的な知識を持った古文書解読学習団体や公募等によるボランティアを活

用します。

６ 関係機関・団体との連携を推進する。

（１）現状及び課題

・文書館開設時に県立図書館、県立歴史博物館と協議を行い、対象資料や

取り扱い方法等の協議を行いましたが、継続して、資料保存について連

携する必要があります。

・市町村の歴史的価値のある文書の適正な保存管理が求められており、市

町村の文書担当課職員を構成員とした「群馬県市町村公文書等保存活用

連絡協議会 （略称：群文協）の事務局として、情報交換、研修会を実」

施しています。

・市町村誌編纂が一段落している現在、古文書に詳しい市町村職員が少

なくなっており、本来、地域の古文書に関わるべき市町村があまり関

われていない状況が見受けられます。

・文書館の古文書講座修了者が中心となり、自主的に２つの古文書学習団

体が結成され、当館研修室を利用し、定期的に学習会を開催しています

が、それ以外の地域の歴史研究団体・古文書学習団体との連絡、連携等

が求められています。

（２）取組の方向性

関係機関と積極的に連携することにより、本県の「記録資料情報センタ

ー」としての役割を果たしていきます。

（３）主な取組

県関係課、歴史博物館、図書館、大学等の他施設との連携推進㉜



関係機関と定期的な協議の場を設置し、資料保存についての役割等を確

認するとともに、連携して事業を実施します。

市町村との連携強化㉝

「群文協」事務局として、公文書等の保存に関する情報交換の中心と

しての役割を果たすとともに、災害時の資料保存ネットワークの構築、

市町村の文書救済支援体制の整備を目指します。また、古文書に係る研

修会等を開催し、市町村を支援します。

地域の歴史研究団体・古文書学習団体等との連携、支援、育成㉞

歴史研究団体・古文書学習団体との連携等のあり方を検討するととも

に、団体間の交流が図れるような連携推進事業を実施します。


